
（2000年から2004年は国勢調査及び毎月人口異動調査結果）　　　

長野県（企画局）プレスリリース　平成17年（2005年）９月９日

長野県の将来人口を推計しました。

　長野県の総人口は平成14年から減少に転じ、平成16年には自然動態（出生と死亡の差）も
統計のある明治35年以降終戦の年を除き、初めてマイナスとなりました。
（毎月人口異動調査結果）
　このように転換点を迎えている長野県の総人口について、今後の計画や施策づくりに活用
するため、長野県の将来人口を推計（平成17年9月推計）しました。

（今回の推計は今後の政策等の影響を考慮せず、過去の実績基調に基づき行っています。）

●　推計結果

　長野県の人口は2001年（平成13年）の222万人をピークに減少に転じ、2024年には200万人

を切り、2035年には1,816千人（現在の人口の約82％）となると見込まれます。

　また、高齢化率（老年人口割合）は、2018年には総人口の30％を越え、2035年には34.6％

（総人口の３人に１人は65歳以上）になると見込まれます。

　（詳細は別紙参照）

　将来人口の推計結果
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（別紙）　長野県の将来人口の推計について

　１　推計期間　　2005年から2035年

　

３　推計結果
　・総人口は2001年の2,220千人(毎月人口異動調査結果）をピークに減少に転じ、2024年には
　　2,000千人を切り、2035年には1,816千人になると見込まれます。
　・高齢化率（老年人口割合：65歳以上）は、2004年には23.1％（毎月人口異動調査結果）で
　　すが、2018年には30％を超え、2035年には34.6％と３人に１人は65歳以上になると見込ま
　　れます。
　・年少人口割合（14歳以下）は2004年は14.5％ですが、2035年には10.7％になると見込まれ
　　ます。

総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口 年少人口割合
生産年齢

人口割合
老年人口割合

（0～14歳) (15～64歳) （65歳以上) （0～14歳) (15～64歳) （65歳以上)
(人） (人） (人） (人）

2000 2,215,168 334,306 1,404,575 475,127 15.1% 63.4% 21.4%

2005 2,208,457 317,379 1,370,560 520,518 14.4% 62.1% 23.6%

2010 2,176,207 294,974 1,318,441 562,792 13.6% 60.6% 25.9%

2015 2,124,264 265,999 1,243,118 615,147 12.5% 58.5% 29.0%

2020 2,058,315 238,814 1,184,836 634,665 11.6% 57.6% 30.8%

2025 1,983,347 220,495 1,130,785 632,067 11.1% 57.0% 31.9%

2030 1,902,387 207,275 1,067,827 627,285 10.9% 56.1% 33.0%

2035 1,815,904 194,524 993,178 628,202 10.7% 54.7% 34.6%

（2000年は、平成12年国勢調査実績値）

(1)　基準人口は「毎月人口異動調査（平成16年10月1日現在）」の長野県人口とした。
(2)　出生率（15歳から49歳までの女性の年齢別出生割合）
　　　国立社会保障・人口問題研究所の仮定した中位推計と低位推計の中間値に、過去５年間
　　の全国と長野県の平均相対的格差を加算した。
(3)　生残率（1年後に生存している者の割合）
　　　2000年の全国平均寿命と長野県の平均余命の相対的格差が2060年に0になるように年数按
　　分した率を全国の推計平均寿命に乗じた。
(4)　社会移動率（転入、転出する者の割合）
　　　毎月人口異動調査の過去5年間の男女年齢別の平均移動率とした。

２　推計方法
　　コーホート要因法*１)により、次のとおり人口を推計した。
 　 なお、今回の推計は今後の政策等の影響を考慮せず、過去の実績基調に基き行った。

　　　コーホート要因法　*1）
　　　　各年齢ごとに「自然増減（出生、死亡）」及び「社会増減（転入、転出）」の二つの要因について将来
　　　　を仮定し、それに基づいて将来人口を推計する方法

　「長野県の将来推計人口」はインターネットでも提供しています。
　　アドレス　　http://www.pref.nagano.jp/kikaku/hyouka/h17toukei/jinko/syoraisuikeigaiyo.htm

（結果数値）


